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研究要旨 
本研究は、児童・思春期精神医療における多職種連携の質の向上と標準化を⽬的に、3
年計画で外来・⼊院・地域移⾏の各フェーズにおける連携の実態と課題を調査してき
た。最終年度である令和 7 年度は、これまでの調査結果を統合し、全国の医療機関で応
⽤可能な実践的指針「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアルを完
成させた。 
本年度の詳細な調査により、臨床現場の構造的な変化と課題が明確に可視化された。奥
野班による診療所調査では、診療報酬改定が牽引⼒となり、公認⼼理師などのコメディ
カル配置が前年と⽐較して⼤幅に増加している実態が確認された。原⽥班は⼊院プログ
ラムにおいて職種別の担当制を導⼊した結果、各専⾨性の発揮とチームの⼀体感醸成と
いうメリットが得られた⼀⽅で、担当外プログラムの情報共有不⾜という新たな課題を
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抽出した。⼭本班は退院患者と保護者に対する質的評価調査を実施し、⼦ども本⼈が⽇
常的活動を重視するのに対し、保護者は医療的コミュニケーションを最重要視するとい
うニーズの明確な⾮対称性を明らかにした。⼤重班は全国の児童福祉司への⼤規模調査
を通じて、約 68％が精神科医療機関との連携に困難を感じており、とりわけアセスメン
トの相違に起因するコミュニケーション不全が深刻であることを明らかにした。これら
の実証データに基づき、板垣班は理念編・職種別業務・連携カンファレンス・緊急時対
応から構成されるマニュアルを策定し、実装基盤を構築した。 

 
分担研究者 
l 原⽥ 謙（⻑野県⽴こころの医療セ

ンター駒ヶ根 ⼦どものこころ診療
センター） 

l ⼤重 耕三（岡⼭県精神科医療セン
ター） 

l 奥野 正景（三国丘病院、三国丘こ
ころのクリニック） 

l ⽥崎（板垣）琴瑛（国⽴健康危機管
理研究機構 国⽴国府台医療センタ
ー） 

l ⼭本 啓太（国⽴健康危機管理研究
機構 国⽴国府台医療センター） 

 
A. 研究⽬的 
不登校の児童⽣徒や若年層の⾃殺増加とい
った深刻な社会問題の背景において、児
童・思春期精神医療へのニーズは急速に⾼
まっている。その⼀⽅で、専⾨医等の医療
資源の絶対的な不⾜と地域的な偏在が、数
か⽉から年単位に及ぶ初診待機の⻑期化と
いう深刻なボトルネックを引き起こしてい
る。これらの社会的課題を克服するために
は、医師単独への過度な業務集中を防ぎ、
公認⼼理師、精神保健福祉⼠、看護師、作
業療法⼠などの多職種が各々の専⾨性を発
揮して協働する「チーム医療」の推進が不
可⽋である。 
本研究は、令和 5年度から令和 7 年度にか
けての 3 年計画で、児童・思春期精神医療
における外来・⼊院・地域連携の各フェー

ズの実態を明らかにし、多職種連携の質の
向上と標準化を図ることを⽬的として実施
された。最終的な⽬標として、全国の医療
機関で応⽤可能な実践的指針である「児
童・思春期精神医療における多職種連携の
推進マニュアル（MENTOR）」を策定・
実装することを⽬指した。 各分担研究班
は、3 年間を通じて以下の特定の⽬的を設
定し、多⾓的なアプローチによる検証を⾏
った。 
奥野班： 児童精神科診療所におけるコメ
ディカル（精神保健福祉⼠、公認⼼理師
等）の配置状況と、それに伴う医師の負担
軽減効果を調査した。とくに、令和 4年度
および令和 6年度の診療報酬改定で新設・
拡充された「児童思春期精神科専⾨管理加
算」や「児童思春期⽀援指導加算」などの
影響を踏まえ、多職種配置の経年変化と、
初診予約やアウトリーチ等の業務実態を明
らかにすることを⽬的とした。 
 
原⽥班： 児童・思春期精神科⼊院治療に
おいて、多職種がどのように診療に関与し
ているかを把握し、業務重複の解消とタス
クシフトの必要性を評価した。さらに、各
専⾨職が⾃⾝の専⾨性を活かすために、担
当プログラムを絞り込んだ「職種別担当
制」を導⼊したことによる臨床的効果と、
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現場スタッフが感じるメリット・デメリッ
トを検証することを⽬的とした。 
 
⼤重班： 初診待機期間の実態と緊急対応
の仕組みを調査するとともに、児童相談所
や教育機関など外部機関との連携における
障壁を明確化することを⽬的とした。研究
の後半では、実際の連携相⼿である全国の
児童相談所の実務者（児童福祉司）の視点
から、精神科医療機関とのコミュニケーシ
ョンや医療資源の不⾜に関する具体的な課
題を抽出することを⽬指した。 
 
⼭本班： 多職種による児童・思春期精神
科⼊院治療がもたらす有効性を、退院した
患者本⼈およびその家族からの視点で評価
した。フィードバックデータを蓄積し、総
合的な満⾜度を決定づける要因を統計学的
に解明することで、効果的な治療アプロー
チの推進とプログラムの質向上に寄与する
ことを⽬的とした。 
 
板垣班（主任研究班）： 全分担研究班の
成果と全国の専⾨施設からのフィードバッ
クを詳細に統合し、各職種の役割と連携⼿
順を定義した「多職種連携推進マニュアル
（MENTOR）」のドラフト版および完成
版を策定した。施設ごとの格差に配慮した
汎⽤モデルを構築し、現場で活⽤可能な研
修動画等の実装基盤を整えることを⽬的と
した。 
  
B. 研究⽅法 
本研究は、国⽴健康危機管理研究機構 国
⽴国府台医療センターを中核拠点とし、全
国児童⻘年精神科医療施設協議会（全児

協）および⽇本児童⻘年精神科・診療所連
絡協議会（JaSCAP-C）の全⾯的な協⼒を
得て、3 年間にわたり遂⾏された。すべて
の調査において、国⽴国際医療研究センタ
ー倫理委員会の承認を得ており、収集され
るデータは無記名で個⼈情報を含まず、特
定の企業や団体との利益相反はない状態で
実施された。各分担研究班が 3 年間で⽤い
た具体的な研究⼿法は以下の通りである。 
 

奥野班（診療所における多職種の業務実態
と経年変化調査） 
奥野班では、児童精神科診療所における多
職種配置の変遷と業務実態を捉えるため、
定性的アプローチと定量的アプローチを組
み合わせた経年調査を実施した。初年度で
ある令和 5年度には、コメディカル職種が
先駆的に多数配置されている全国の 5診療
所を対象として、代表者や実務者への詳細
な対⾯インタビュー調査を⾏った。得られ
た発話データは、質的分析ソフトである
KH Coderを⽤いたテキストマイニング等
により詳細に分析し、診療所における各職
種の固有の業務内容や多職種連携の核とな
る要素を抽出した。 令和 6年度および令
和 7 年度には、この質的調査で得られた知
⾒を基に構造化された質問紙を作成し、
JaSCAP-Cの会員施設を対象とした⼀⻫ア
ンケート調査を Excel 形式で実施した。令
和 6年度は全国 37施設から、令和 7 年度
は 14 施設から有効回答を得た。調査対象
期間はいずれも各年度の 11⽉ 1⽇から 30
⽇までの 1か⽉間とし、各種診療報酬加算
の算定件数、初診および再診患者の年齢構
成や通院期間、各職種の常勤・⾮常勤別の
配置⼈数および専⾨研修の修了歴、医療・
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福祉・教育の各機関との多職種連携への関
与率、さらには⾃施設での精神科訪問看護
指導や外部ステーションへの指⽰書発⾏を
含むアウトリーチ活動の実態について詳細
な定量データを収集した。最終的に、これ
らの複数年のデータをクロス集計および前
後⽐較分析にかけることで、2024年度
（令和 6年度）の診療報酬改定が診療所の
⼈的構造と地域連携に与えた影響を経時的
に可視化した。 
 
原⽥班（⼊院治療プログラムの業務重複解
消と職種別担当制の介⼊検証） 
原⽥班では、児童・思春期精神科⼊院治療
における多職種の診療関与の実態把握と、
それに基づく業務効率化のための介⼊検証
を⾏った。計画の前半である令和 5年度お
よび令和 6年度には、全児協加盟の児童精
神科専⾨病棟を有する 38 施設に勤務する
多職種（医師、看護師、公認⼼理師、精神
保健福祉⼠、作業療法⼠等、計 257名）を
対象として、Microsoft Formsを利⽤した
オンライン質問紙調査を実施した。初診予
約、インテーク、集団療法、親への⼼理教
育、転院調整など、⼊院治療に関わる多岐
にわたる業務について、それぞれの職種が
どの程度関与しているかをパーセンテージ
で算出し、業務の重複度合いと医師からの
タスクシフトの可能性を実証的に評価し
た。 この全国調査の結果、プログラムの
重複による⾮効率性が明らかになったた
め、最終年度である令和 7 年度には、⻑野
県⽴こころの医療センター駒ヶ根の児童病
棟において、実際の臨床現場への介⼊検証
として「職種別担当制プログラム」を導⼊
した。これは、曜⽇ごとに主担当職種を特

定の専⾨職に絞り込む再編（⽉曜：⼼理プ
ログラム、⽕曜：アクティビティ、⽔曜：
男⼥別集団療法、⽊曜：作業療法、⾦曜：
運動）を⾏うものであった。この体制を⼀
定期間運⽤した後の 2025年 1⽉に、病棟
に勤務する医師、看護師、公認⼼理師、精
神保健福祉⼠、作業療法⼠の計 7名を対象
にアンケート調査を⾏い、新体制が治療に
役⽴っているかの臨床的有⽤性を 5段階で
評価させるとともに、担当制を導⼊したこ
とによるメリットとデメリットについて記
述式の定性データを収集し、単施設前後⽐
較研究としてその帰結を分析した。 
 
⼤重班（専⾨病棟を有する拠点病院と外部
機関連携における構造的障壁調査） 
⼤重班では、児童精神科の拠点病院におけ
る初診待機の実態と、外部の⽀援機関との
地域連携における障壁を多⾓的に検証し
た。令和 5年度および令和 6年度には、全
児協および JaSCAP-Cの会員施設のうち、
児童精神科専⾨病棟を有する病院および診
療所 62施設を対象としてアンケート調査
を実施した。この調査では、初診予約の受
付体制、初診待機期間の具体的な⽇数、夜
間や休⽇の緊急救急対応における応需基準
や仕組み、さらに児童相談所や教育機関な
どの外部機関との連携頻度や連携時におけ
る重要度・困難度の評価、および 5歳児健
診後の紹介患者急増に対する受け⼊れ意向
について、定量的・定性的なデータを収集
した。 この病院側への調査において「児
童相談所との連携における困難さ」が最も
顕著に⽰されたため、令和 7 年度には視点
を変え、実際の連携相⼿である福祉側の実
態を解明するための全国⼀⻫悉皆的調査へ
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と展開した。全国 242 ヶ所のすべての児童
相談所に対し調査協⼒を郵送で依頼し、所
属する児童福祉司（ケースワーカー）を対
象に Googleフォームを⽤いたWebアンケ
ート調査を実施した。その結果、全国の相
談業務従事者から 641件の有効回答を得
た。調査では、精神科医療機関との連携に
おいて感じる困難さを 5段階で評価させ、
困難を感じると回答した層に対しては、ア
セスメントの不⼀致、実情に合わない医療
側からの要求、医療保護⼊院時の同意権を
巡るトラブル、個⼈情報の壁、医師の威圧
的態度など、コミュニケーション不全を惹
起している具体的な要因を選択式および⾃
由記述形式で深掘りした。また、困難を感
じていない層や円滑な連携が⾏えている層
に対しては、その具体的な⼯夫や取り組み
についての⾃由記述を収集し、医療・福祉
間の⽂化的・構造的ギャップを浮き彫りに
した。 
 
⼭本班（当事者および家族の視点による⼊
院治療の有効性と満⾜度要因分析） 
⼭本班では、医療従事者側の評価に偏りが
ちであった⼊院治療の効果について、⽀援
を受ける側である当事者（児童本⼈）およ
びその家族（保護者）の視点から評価を⾏
う多施設共同研究を構築した。初年度であ
る令和 5年度には、国内外の⽂献レビュー
を通じて評価指標の選定を⾏い、倫理審査
の承認と調査体制の整備に注⼒した。 令
和 6年度から令和 7 年度にかけては、全児
協に参加する全国の児童精神科専⾨病棟
（国⽴健康危機管理研究機構国⽴国府台医
療センター、岡⼭県精神科医療センター、
⻑野県⽴こころの医療センター駒ヶ根、東

京都⽴⼩児総合医療センター等）を退院し
た児童本⼈、およびその保護者を対象とし
たオンライン質問紙調査をMicrosoft 
Formsを⽤いて本格的に実施した。調査項
⽬には、児童の年齢や性別、⼊院期間、病
名告知の有無、不登校などの⼊院理由とい
った基本属性に加え、⼊院中に提供された
各治療プログラム（主治医⾯接、看護師⾯
接、⼼理⼠⾯接、PSW⾯接、集団療法、
作業療法、病棟レクリエーション、院内学
級等）の有効性に対する 5段階評価、およ
び⼊院治療全体に対する 10 段階の総合満
⾜度評価を含めた。最終的に得られた 78
名（本⼈ 26名、保護者 52名）の有効回答
データに対し、統計学的な妥当性を担保す
るため、ノンパラメトリックな統計⼿法で
あるスピアマンの順位相関係数（r）を⽤
いた相関分析を施し、本⼈と保護者のそれ
ぞれにおいて、どの⽀援内容や職種の関わ
りが総合満⾜度を強⼒に規定しているかを
科学的に算出した。 
 
板垣班（主任研究班を中核としたマニュア
ルの策定） 
板垣班は主任研究班として、他の 4つの分
担研究班から得られた定量・定性データ、
および国内外の多職種連携に関するガイド
ラインのレビューを統合し、現場で即時実
⽤可能なマニュアル「MENTOR」を策定
するコンセンサス形成研究を主導した。3
年間の研究期間を通じて計 9回の研究班会
議（各年度 3回ずつ開催。直近では 2025
年 5 ⽉、10⽉、2026年 1⽉）を開催し、
厚⽣労働省の担当官を交えて対象職種の確
定や記述内容の調整を⾏った。令和 6年度
にマニュアルのドラフト版の⾻⼦（理念
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編・実践編・職種別編）を策定した段階
で、全児協および JaSCAP-Cの会員施設、
さらに関係学会に対してWordにて内容を
広く公開し、臨床現場の多様な実務家から
フィードバックを悉皆的に収集した。 最
終年度である令和 7 年度には、集約された
意⾒に基づき、全国の医療機関が抱える
「⼈的リソースの施設間格差・地域格差」
を許容できるよう、画⼀的な⼿続きを強制
しない「柔軟な余⽩を残した汎⽤指針」と
しての設計判断を⾏った。このプロセスに
おいて、当初の 5職種（医師、看護師、公
認⼼理師、精神保健福祉⼠、作業療法⼠）
に加えて、病棟運営に不可⽋である「保育
⼠」および「院内学級教員」を対象職種と
して新たに拡張収載し、最終的な章構成
（理念編、職種別コアアクション・チェッ
クリスト、連携カンファレンス・実施プロ
トコル、緊急時対応と倫理的配慮）を確定
させた。さらに、単なる冊⼦の配布に終わ
らせず社会実装を確実にするため、各章の
プロトコルに連動した 1〜2 分程度の研修
⽤ショート動画コンテンツを複数本制作
し、マニュアル内のリンクを介してWeb
上で即時視聴できるマルチメディア実装基
盤を構築した。 
 
（倫理⾯への配慮） 

これらの調査は国⽴国際医療研究センター
（現・国⽴健康危機管理研究機構）倫理委
員会の承認を得て実施された。無記名かつ
⾃由意思に基づく回答を徹底し、個⼈情報
の保護および利益相反（COI）の管理を厳
格に⾏った。 
 
C. 研究結果 

奥野班（診療所における多職種の業務実態
と経年変化調査） 
児童精神科医療において、地域の⼀次受け
⽫となる「診療所（クリニック）」が果た
す役割は極めて⼤きい。奥野班では、この
診療所における多職種連携の実態と、診療
報酬制度の改定が⼈的構造に与える影響に
ついて、3 年間にわたる質的・定量的アプ
ローチを通じて極めて詳細なデータを収集
した。 
 
1. 令和 5年度：質的調査から⾒えた多職種
連携の基盤と各職種の固有業務 
初年度（令和 5年度）は、全国の児童精神
科診療所の中でも先駆的に多数のコメディ
カル職種を配置し、⾼度な多職種連携を実
践している 5つの診療所を抽出し、施設の
代表医師およびコメディカル（公認⼼理
師、精神保健福祉⼠、看護師等）に対する
詳細な対⾯インタビュー調査を実施した。 
得られた膨⼤な発話データに対し、質的分
析ソフト「KH Coder」を⽤いたテキスト
マイニング解析を⾏った結果、診療所にお
ける多職種連携の核となる要素が抽出され
た。具体的には、医師が限られた診察時間
内で医学的診断と処⽅に集中する⼀⽅で、
初診前の予診（インテーク）、知能検査や
⼼理アセスメント、保護者への⼼理教育や
ペアレント・トレーニング、そして地域の
学校や児童相談所との連絡調整といった周
辺業務を、各コメディカルがそれぞれの専
⾨性を発揮して分担している実態が明らか
となった。この「タスクシフティング」の
構造が、初診待機の短縮と医師の燃え尽き
（バーンアウト）防⽌に直結していること
が定性的に実証された。 
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2. 令和 6年度：全国規模での定量調査と多
職種配置のベースライン構築 
令和 5年度の質的知⾒を基に、令和 6年度
は⽇本児童⻘年精神科・診療所連絡協議会
（JaSCAP-C）の会員施設を対象とした全
国規模の定量的アンケート調査を実施し、
37施設から有効回答を得た（対象⽉：
2024年 11⽉）。 
l 診療報酬加算の取得状況と⼈的配置： 

児童精神科特有の加算である「児童思
春期⽀援指導加算（注 10）」を取得
している施設は 13施設（35％）、
「児童思春期精神科専⾨管理加算（注
4）」を取得している施設は 10施設
（27％）にとどまり、半数以上の 20
施設（54％）がいずれの加算も取得し
ていない状態であった。 当時の各職
種の配置状況（1施設あたり平均）
は、公認⼼理師 1.38名、看護師 1.51
名、精神保健福祉⼠ 1.05名、作業療
法⼠ 0.38名であり、多職種連携の萌
芽は⾒られるものの、常勤としての⼗
分な配置には⾄っていない施設も多か
った。 

l 患者の年齢層とアウトリーチの兆し： 
初診患者は 1施設あたり平均 28.9名
／⽉であり、そのうち 71.3％が 20 歳
未満、61.9％が 16歳未満であった。
また、全体の約 43％（16 施設）がア
ウトリーチ（訪問⽀援）を実施してお
り、公認⼼理師や看護師による家庭訪
問、学校訪問、電話⽀援など、施設外
への⽀援展開が試みられている実態が
把握された。 

 

3. 令和 7 年度：診療報酬改定後の劇的な構
造変化と経年⽐較 
令和 6年度（2024年度）に⾏われた診療
報酬改定が、診療所の体制にどのような影
響を与えたかを追跡するため、令和 7 年度
は JaSCAP-C会員 14 施設を対象にアンケ
ート調査（対象⽉：2025年 11⽉）を実施
し、前年度と連続して回答した 13施設の
データを前後⽐較分析した。この結果、診
療所の構造に劇的な地殻変動が起きている
ことが証明された。 
l 加算取得の急増と公認⼼理師配置の⾶

躍的拡⼤： 多職種の常勤配置が算定
要件に絡む「児童思春期⽀援指導加算
（注 10）」の算定施設が、わずか 1
年間で前年の 6機関から 10機関（全
体では 14件中 11件、79%）へと倍
近くに急増した。これに完全に連動す
る形で、公認⼼理師の配置が前年の平
均 1.38名から、「1 機関あたり常勤
2.5名、⾮常勤 0.9名」へと著しい伸
⻑を⽰した。診療報酬のインセンティ
ブが、⼼理職の常勤雇⽤を直接的に牽
引したことが数字として実証された。 

l 施設基準による機能分化と極端な低年
齢化： 初診患者の年齢構成は、全機
関平均で 16歳未満が 63％（18.3名
/28.9名）であった。しかし、より厳
しい施設基準（通院患者の 50%以上
が 16歳未満）が課される「児童思春
期精神科専⾨管理加算（注 4）」を維
持・算定している 5機関に絞って解析
すると、初診患者の 88.3％（平均
33.2名）が 16歳未満に集中してい
た。これは、特定の診療所が「より低
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年齢の児童精神科診療」に極端に特化
していく機能分化の傾向を如実に⽰し
ている。 

l 地域連携の実働部隊としてのコメディ
カルの確⽴： 医療機関同⼠の連携に
加え、福祉機関（児童相談所 92.9%、
児童養護施設 85.7%）や教育機関（⼩
学校・中学校 85.7%、⾼校 85.7%）と
の広範な連携がほぼ全ての診療所で常
態化していた。特筆すべきは、これら
の外部連携実務において、精神保健福
祉⼠（78.6%〜64.3%）および公認⼼
理師（71.4%〜64.3%）が極めて⾼い
割合で主体的に関与していることであ
り、医師の負担を肩代わりするハブ機
能としてコメディカルが定着している
実態が明らかとなった。 

l アウトリーチの外部連携化と不登校患
者の低年齢化： 地域へのアウトリー
チ機能として、⾃施設で直接の精神科
訪問看護指導を実施している機関は半
数（50.0%）であったが、全体の
78.6%が外部の独⽴系訪問看護ステー
ションに対して指⽰書を発⾏（⽉平均
10.2件）しており、地域資源を巻き
込んだ⾯的な⽀援展開が拡⼤してい
た。また、主訴として最も多い不登校
の受診者動向について、中学⽣
（85.7%）はもちろんのこと、⼩学校
低学年（1〜3 年⽣）での受診増加を
過半数（71.4%）の施設が実感してお
り、早期発⾒・早期介⼊のニーズが低
年齢層へ波及している臨床的実態が捕
捉された。 

 

原⽥班（⼊院治療プログラムの業務重複解
消と職種別担当制の介⼊検証） 
児童・思春期の精神科⼊院治療において
は、医師、看護師、公認⼼理師、精神保健
福祉⼠、作業療法⼠など多様な専⾨職が関
与するが、これまでは各職種の役割分担が
曖昧であり、「1つのプログラムに多職種
が重複して参加する」という⾮効率な運⽤
が常態化していた。原⽥班では、この構造
的課題を実証的に解明し、臨床現場への介
⼊検証を通じて最適な病棟運営のあり⽅を
3 年間にわたり探求した。 
 

1. 令和 5〜6年度：全国規模での定量調
査による「業務重複」の可視化とタス
クシフトの基盤構築 

研究の前半（令和 5年度および令和 6年
度）は、全国の児童精神科専⾨病棟におけ
る多職種の業務実態のベースラインを構築
するため、全国児童⻘年精神科医療施設協
議会（全児協）加盟の 38 施設に勤務する
多職種（計 257名）を対象とした⼤規模な
オンライン質問紙調査を実施した。 
本調査では、⼊院から退院に⾄る各業務
（初診予約、インテーク、集団療法、個別
⾯接、保護者への⼼理教育、退院・転院調
整など）について、各職種が「⾃職種が⽋
かせない（必須である）」と認識している
割合と、実際の関与率を算出した。 その
結果、多くの病棟において、集団療法やレ
クリエーションなどの単⼀プログラムに複
数の職種が同時に参加しており、著しい業
務の重複が発⽣している実態が定量化され
た。特に、外来診療を兼務する児童精神科
医が病棟の集団プログラムにも過剰に関与
しており、これが医師の過重労働（バーン
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アウト）の温床となっていることが実証さ
れた。⼀⽅で、親の⼼理教育においては⼼
理職が 96.9%、初診予約や転院調整におい
ては精神保健福祉⼠が 93.0%の関与を⽰
し、「多くの病棟業務はコメディカルによ
って⼗分に遂⾏可能であり、医師は医学的
判断やチームの監督的役割に集中すべきで
ある」というタスクシフティングの明確な
エビデンスが得られた。 
 
2. 令和 7 年度：職種別プログラム担当制

の実装と単施設介⼊検証 
令和 5〜6年度の調査で浮き彫りとなった
⾮効率性を解消するため、最終年度である
令和 7 年度には、⻑野県⽴こころの医療セ
ンター駒ヶ根の児童病棟をフィールドと
し、実際の臨床現場における介⼊検証を実
施した。具体的には、従来は多職種が流動
的・重複的に参加していた病棟プログラム
を、曜⽇ごとに「特定の専⾨職を主担当と
する体制（職種別担当制）」へと抜本的に
再編した。 この新体制を⼀定期間運⽤し
た後、病棟スタッフ（医師、看護師、公認
⼼理師、精神保健福祉⼠、作業療法⼠の計
7名）を対象に、各プログラムの臨床的有
⽤性と担当制のメリット・デメリットに関
する詳細な定性的・定量的評価を⾏った。 

【各曜⽇プログラムの臨床的有⽤性と定性
的評価】 

• ⽉曜［⼼理プログラム］（主担当：公
認⼼理師） 評価：「少し役⽴ってい
る」。アンガーマネジメントや感情統
制に関する⼼理教育的アプローチが実
施された。特筆すべき成果として、こ
こで提供された知識が単なる座学にと

どまらず、病棟⽣活で児童が葛藤を抱
えた際に、担当外の看護師等から「こ
の前プログラムで勉強したよね」と声
をかけるための『チームと児童間の共
通⾔語・共通理解の基盤』として有機
的に機能していることが確認された。 

• ⽕曜［アクティビティ］（主担当：公
認⼼理師、精神保健福祉⼠、作業療法
⼠） 評価：「変わらない」。当初は個
別治療計画との連動を狙ったものの、
病棟看護師の多忙さから⽇々の⽬標設
定との連動に遅れが⽣じた。しかし、
主担当である作業療法⼠の提案により
新たに『⽬標・感想⽤紙』を導⼊・運
⽤した結果、⾔語的表出が乏しい児童
の隠れた思いを可視化することに成功
した。この⽤紙が、普段関わりの少な
い他職種にとっても児童の内⾯を拾い
上げる極めて重要な「情報共有のツー
ル」として機能することが実証され
た。 

• ⽔曜［男⼥別集団療法］（主担当：医
師、看護師） 評価：「少し役⽴ってい
る」と「余り役⽴っていない」への⼆
分化。個別⾯接では⾒えにくい集団内
での⽴ち振る舞いや、消極的な児童が
徐々にリーダーシップを発揮する過程
（対⼈関係のダイナミズム）を観察す
る場として、極めて⾼い臨床的価値が
認められた。⼀⽅で、集団における刺
激量の多さや、トラブル時の介⼊など
運営にかかるスタッフの精神的・⾁体
的疲労感が顕著であり、「グループ療
法の臨床的意義よりも、運営負担感が
上回る」との指摘が⼀部の看護職員か
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ら挙がり、評価が割れる結果となっ
た。 

• ⽊曜［作業療法］（主担当：作業療法
⼠） 評価：「変わらない（従来から時
間等の変更がないため）」。⾔語的表
現が苦⼿な発達特性を持つ児童にとっ
て、創作などの⾮⾔語的な作業活動
が、⾃⼰表現の⼿段や「できた」とい
う⾃⼰効⼒感（⾃信）の獲得に直結し
ていることが再確認された。また、開
始時間や⽚付けのルールを守るといっ
た社会性訓練（ソーシャル・スキル）
の場としての意義も⾼く評価された。 

• ⾦曜［運動］（主担当：看護師、精神
保健福祉⼠） 評価：「かなり役⽴って
いる」等、最⾼評価。閉鎖病棟という
制限され抑圧的な環境下において、中
庭で思い切り⾝体を動かすこと⾃体
が、児童の⼼理的閉塞感を軽減し、確
実なストレス発散に寄与していた。ま
た、診察室での⾯接とは異なる「遊び
を通じた⾃然な関わり」が、スタッフ
と児童の間の迅速なラポール（信頼関
係）形成に極めて有効であることが⽰
された。 

職種別担当制導⼊による成果として ①各
専⾨職が⾃⼰の専⾨性を最⼤限に発揮でき
るようになった、②曜⽇ごとの主担当が固
定されたことで、他業務との調整やスケジ
ューリング等、業務の⾒通しが極めて⽴ち
やすくなった、③病棟全体で⼀⼈の児童の
多⾯的な姿を共有し、チームで⽀援してい
るという⼀体感・連帯感が醸成されたこと
が抽出された。⼀⽅で、課題として ①⾃
分が担当しないプログラムにおける児童の

実際の様⼦や病棟の空気が肌感覚として把
握しづらく、電⼦カルテの⽂字記録だけで
は児童の多⾯性を捉えきれないという「情
報の分断化」が⽣じた、②スタッフ間での
⾮公式な情報交換の機会が局所化・減少し
た、③スケジュールが固定化されたため、
突発的な優先業務の発⽣時やスタッフの休
暇取得時に、代替要員を確保する調整負担
が増⼤したことが抽出された。 

⼤重班（専⾨病棟を有する拠点病院と外部
機関連携における構造的障壁調査） 
児童・思春期精神医療において、専⾨病棟
を有する拠点病院は、地域の重症ケースや
緊急事態を引き受ける「最後の砦」として
の役割を担っている。しかし、その限られ
た医療資源に対する需要の超過は、外部の
⽀援機関（特に児童福祉と学校教育）との
間に深刻な摩擦を⽣んでいる。⼤重班で
は、前半（令和 5〜6年度）は「医療側の
視点」から、後半（令和 7 年度）は「福祉
側の視点」から、この地域連携における構
造的課題に多⾓的なメスを⼊れた。 
 
1. 令和 5〜6年度：医療側から⾒た初診待
機・救急応需の実態と「連携の困難さ」の
抽出 
令和 5年度および令和 6年度は、全国児童
⻘年精神科医療施設協議会（全児協）およ
び⽇本児童⻘年精神科・診療所連絡協議会
（JaSCAP-C）会員のうち、児童精神科専
⾨病棟を有する病院および診療所 62施設
を対象とした定量・定性アンケート調査を
実施した。 
初診待機の慢性化と緊急救急の応需基準： 
全国の拠点病院において、初診予約から実



 
 

11 

際の受診までに数か⽉から半年以上を要す
る「初診待機の⻑期化」が常態化している
ことが定量的に確認された。また、夜間や
休⽇の児童救急応需体制については、対応
可能な施設が極めて限定的であり、⾃傷や
他害といった⾏動化を伴うケースであって
も、「病床の満床」や「当直医が児童精神
科専⾨医ではない」といった理由から、厳
格な応需基準（受け⼊れ制限）を設けざる
を得ない切迫した医療現場の実態が浮き彫
りとなった。 
重要機関との連携におけるパラドックス： 
外部機関との連携頻度と重要度について調
査した結果、「児童相談所」と「教育機関
（学校）」は、拠点病院にとって最も頻繁
に連携が⾏われ、かつ最も重要な連携先と
して認識されていた（それぞれ 83.9%、
74.2%）。しかし同時に、これら⼆つの機
関は、医療側が「連携に最も強い困難を感
じている相⼿」のトップ 2（児童相談所
79.0%、教育機関 75.8%）でもあった。困
難の理由としては、「アセスメント（⾒⽴
て）や介⼊⽅法論に関する共通理解の不
⾜」「権限や法制度の違い」「⽂化的なギ
ャップ」が多く挙げられ、密接に連携すべ
き機関ほど摩擦が⼤きいというパラドック
スが確認された。 
5歳児健診の波及効果への懸念： 国が推進
する「5歳児健診」の普及に関連し、発達
障害等のスクリーニングを受けた健診後の
児童が拠点病院へ紹介されるケースの急増
に対し、多くの施設から「健診後の地域⽀
援体制が未整備なまま医療に丸投げされて
おり、紹介増加への対応は物理的に困難で
ある」との強い懸念と悲鳴に近い声が寄せ
られた。 

2. 令和 7 年度：福祉の最前線（児童相談
所）から⾒た精神科医療機関連携 
医療側の調査で最⼤の課題として抽出され
た「児童相談所との連携の困難さ」のブラ
ックボックスを解明するため、令和 7 年度
は視点を完全に反転させ、全国 242 ヶ所の
児童相談所に勤務し、最前線で相談実務に
携わる「児童福祉司（ケースワーカー）」
を対象とした全国⼀⻫悉皆的調査を実施し
た。641名の有効回答（回収率約 9.8%）
から、福祉側が医療に対して抱く切実な困
難感とコミュニケーション不全の構造が明
らかとなった。 
連携困難度の定量評価とコミュニケーショ
ン不全の要因： 児童福祉司に対し、精神
科医療機関との連携における困難度を 5段
階で尋ねたところ、全体の約 68％（435
件）が「困難さが、少しある」または「困
難さが、強い」と回答した。 困難を感じ
る具体的な理由（複数回答）としては、
「⼊院治療の受け⼊れ相談が円滑にできな
い（217件）」「児童相談所側の意向や福
祉的⽅針が医療側に伝わらない（215
件）」が突出して多く、次いで「精神科医
療機関側に否定的な態度、威圧的な態度を
とられる（192件）」「医療側の⾒⽴てや
治療⽅針が不透明でわからない（152
件）」「主治医と直接話せない（118
件）」「個⼈情報を理由に診療情報を共有
してもらえない（117件）」という結果と
なった。 
【⾃由記述の定性分析から抽出された 4つ
の本質的障壁】 膨⼤な⾃由記述データを
質的に分析した結果、両者の間には以下の
4つの強固な組織間障壁が存在することが
判明した。 
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l アセスメントおよび介⼊⽅針における
決定的乖離： 児童相談所側が、希死
念慮、急性⾃傷、激しい他害⾏為とい
った症状を「医学的危機」と捉え、⼀
時保護所等での対応は不可能として医
療的介⼊（⼊院）を強く要請するケー
スに対し、医療機関側から「これは治
療対象となる精神疾患ではなく、不適
切な養育環境や愛着障害に起因する⾏
動問題（⾮⾏等）であるため、医療の
枠組みではなく福祉的な環境設定（施
設⼊所等）で対応すべき」と⼀蹴さ
れ、⼊院を拒絶される事例が全国で多
発している。 

l 実情を度外視した医療側からの要請と
同意権を巡るトラブル： 医療側が⼊
院を引き受ける条件として、「退院後
の確実な受け⼊れ先施設（児童養護施
設等）の確保」や「⻑期的⾒通しの確
約」を要求するケースが多数報告され
た。しかし、受け⼊れ先施設が全国的
に枯渇している福祉の実情下におい
て、緊急時にそのような確約は不可能
であり、医療側から早期退院を威圧的
に催促されることへの福祉現場の強い
疲弊が⽰された。また、児童虐待事例
における医療保護⼊院等の⼿続きに際
し、加害者である保護者（親）の同意
が得られない状況下で、医療機関側が
法的なリスクを恐れて「親の同意がな
ければ⼊院させられない、情報も共有
できない」と硬化し、⼦どもの安全確
保が遅れる法解釈のトラブルが頻発し
ている。 

l 意思決定プロセスの⾮互換性： 医療
機関は「主治医の医学的判断が絶対で

ある（トップダウン型）」というヒエ
ラルキーで動くのに対し、児童相談所
は「会議における組織的協議で⽅針を
決定する（ボトムアップ・合議制）」
という⾏政プロセスで動いている。こ
の意思決定のスピードとプロセスの違
いが、「なぜすぐに⽅針を決められな
いのか（医療側）」「なぜ独断で退院
を決めるのか（福祉側）」という相互
の苛⽴ちと連携不全を⽣んでいる。 

l 深刻な医療資源の絶対的不⾜と「⽀援
難⺠」の発⽣： 精神科の新規予約が 3
〜6 か⽉先であり、⼀時保護期間（原
則 2 か⽉）内に受診が間に合わないと
いう時間的制約が連携を致命的に阻害
している。また、夜間・休⽇の児童救
急応需体制の極端な不備により、本来
は医療的保護が必要な重症児童を、福
祉職が専⾨的知識のないまま⼀時保護
所で無理に処遇せざるを得ない「⽀援
難⺠化」の現実がリアルに活写され
た。 

 
⼭本班（当事者および家族の視点による⼊
院治療の有効性と満⾜度要因分析） 
児童・思春期精神科病棟における⼊院治療
の効果や有効性の評価は、従来、主治医や
看護師などの「医療従事者側」のアセスメ
ントや症状の寛解度といった客観的指標に
依存する傾向が強かった。しかし、真に質
の⾼いチーム医療を推進するためには、⽀
援を直接受ける当事者である「児童本⼈」
およびその「保護者」が、⼊院⽣活や各専
⾨職のアプローチをどのように受け⽌めて
いるかという主観的評価（当事者評価）を
科学的に解明することが不可⽋である。⼭
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本班では、3カ年計画を通じて評価指標の
選定からデータ収集、そして統計学的解析
に⾄る⼀連の実証研究を段階的に完遂し
た。 
 
1. 令和 5年度：評価指標の選定、調査デザ
インの確⽴、および多施設共同研究体制の
構築 
初年度（令和 5年度）は、国内外における
児童思春期精神科の⼊院治療評価に関する
広範な⽂献レビューを実施した。児童・思
春期患者は発達段階の途上にあり、⾔語的
表出の能⼒や認知の成熟度が個々⼈で⼤き
く異なるため、医療環境を適切に評価する
ための質問紙の設計には慎重な吟味が求め
られた。検討の結果、表⾯的な医学的症状
の改善度を問うのではなく、⼊院中に提供
された具体的な治療プログラム（個別⾯
接、集団療法、作業療法、レクリエーショ
ン、院内学級等）のそれぞれに対する有効
性と、病棟⽣活全体の満⾜度を多⾓的に測
定する独⾃の構造化質問紙のデザインを確
⽴した。 同時に、単施設での調査にとど
まらず、⽇本の児童精神科⼊院医療の実態
を包括的に反映させるため、全国児童⻘年
精神科医療施設協議会（全児協）の主要な
加盟施設（国⽴健康危機管理研究機構国⽴
国府台医療センター、岡⼭県精神科医療セ
ンター、⻑野県⽴こころの医療センター駒
ヶ根、東京都⽴⼩児総合医療センター等）
との間で、多施設共同研究としての連携体
制を構築した。その後、中核拠点における
倫理審査委員会の承認を取得し、次年度以
降の⼤規模実査に向けた確固たる基盤を整
備した。 
 

2. 令和 6年度：多施設共同オンライン調査
の開始と中間データの蓄積 
令和 6年度には、前年度に構築した体制に
基づき、対象施設を退院した児童本⼈およ
びその保護者を対象とした質問紙調査を本
格的に開始した。現場スタッフへの負担を
最⼩限に抑えつつ、⾼い回収率とデータの
信頼性を担保するため、無記名式のオンラ
イン⼊⼒システム（Microsoft Forms）を
導⼊した。 退院時のバタバタした状況を
避け、退院後⼀定期間が経過して⽣活が落
ち着いたタイミングで、各施設から対象家
族へ案内状と⼆次元コードを郵送または⼿
渡しする⼿法を採⽤した。これにより、中
間段階としての有効回答を順調に蓄積し、
データの⽋損値の傾向や、本⼈の回答と親
の回答における評価の⽅向性の乖離につい
て予備的な分析を⾏い、最終年度の本格的
な統計解析に向けたデータクリーニングの
プロトコルを確定させた。 
 
3. 令和 7 年度：調査の完遂、データ集計、
および満⾜度規定因⼦の統計学的解析 
最終年度（令和 7 年度）において調査を完
遂し、最終的に 78名（児童本⼈ 26名、保
護者 52名［内訳：実⺟ 47名、実⽗ 5
名］）の有効回答からなる強固なデータセ
ットを構築した。⼊院児童の平均年齢は
13.2±1.8歳であり、⼊院期間の分布は「6
ヶ⽉から 1 年未満」が 16.7%、「1 年以
上」が 14.1%に達し、⽐較的⻑期の⼊院処
遇を要した重症例が多く含まれていた。ま
た、⼊院理由（複数回答）の最頻値は「不
登校（16件）」であり、現代の思春期メ
ンタルヘルスが抱える中核的な課題が⾊濃
く反映された集団であった。 
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⼊院治療全体に対する 10 段階（1〜10
点）の総合満⾜度評価を集計した結果、児
童本⼈の満⾜度は平均 6.2±2.2点（中央値
7.0 点）であったのに対し、保護者の満⾜
度は平均 8.1±1.8点（中央値 8.0 点）であ
り、保護者において有意に⾼い評価傾向が
認められた。 また、提供された各プログ
ラムおよび担当職種別の有効性に対する 5
段階評価（1：全く役に⽴たなかった〜5：
⼤変役に⽴った）では、主治医⾯接（本⼈
4.0／保護者 4.7）、看護師⾯接（本⼈ 4.0
／保護者 4.4）、⼼理⼠⾯接（本⼈ 4.2／保
護者 4.1）、ソーシャルワーカー⾯接（本
⼈ 4.3／保護者 3.9）、院内学級・教員の関
わり（本⼈ 4.2／保護者 4.4）と、総じて全
職種が⾼い有効性評価を獲得していた。 

この 5段階順序尺度およびプログラム⾮利
⽤による⽋損値の散⾒、サンプルサイズ
（N=78）を考慮し、統計学的な妥当性を
担保するため、ノンパラメトリック⼿法で
あるスピアマンの順位相関係数（r）を⽤
いた相関分析を実施した。その結果、総合
満⾜度を強⼒に牽引する規定因⼦におい
て、⼦ども本⼈と保護者の間で統計学的に
明確な断絶と⾮対称性が存在することが科
学的に証明された。 

【児童本⼈の総合満⾜度と各因⼦の相関分
析結果】 児童本⼈の⼊院治療に対する総
合満⾜度と統計学的に有意な正の相関を⽰
した項⽬は、最も相関が強いものから順に
以下の通りであった。 

1. 病棟レクリエーション： （r = 0.700, p 
< 0.001）※極めて強い相関 

2. 教師の関わり（学習⽀援）： （r = 
0.475, p = 0.022） 

3. 院内学級の利⽤： （r = 0.426, p = 
0.038） 

4. 作業療法：（r = 0.385, p = 0.082） 
5. 看護師との関わり：（r = 0.312, p = 
0.154） 

6. 主治医との関わり：（r = 0.278, p = 
0.201） 

「作業療法」、「看護師との関わり」、
「主治医との関わり」といった医学的・個
別⾯接的アプローチの項⽬は、児童本⼈に
おいては統計的な有意⽔準（p < 0.05）に
は達しなかった。 

【保護者の総合満⾜度と各因⼦の相関分析
結果】 保護者の⼊院治療に対する総合満
⾜度においては、評価対象となった多職種
の関わりのほぼすべてにおいて、統計学的
に有意な正の相関が認められた。相関の強
い順から以下の通りである。 

1. 主治医（医師）との関わり： （r = 
0.521, p < 0.001）※最も強い相関 

2. 看護師との関わり： （r = 0.488, p < 
0.001） 

3. 病棟レクリエーション： （r = 0.461, p 
= 0.001） 

4. 教師の関わり（学習⽀援）： （r = 
0.443, p = 0.003） 

5. ⼼理⼠との関わり： （r = 0.343, p = 
0.026） 

6. ソーシャルワーカー（PSW）との関わ
り： （r = 0.335, p = 0.043） 
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以上の統計データは、⼊院環境において、
児童本⼈が⽣活の質（QOL）の維持や⽇
常性の保障を重視して環境を評価している
のに対し、保護者はそれらに加え、医療的
安⼼感および⼼理・福祉的な環境調整を含
む「包括的な多職種チームの機能」そのも
のを評価の軸としている実態を如実に描き
出した。 

板垣班（主任研究班を中核としたマニュア
ルの策定） 
板垣班は、主任研究班（全体統括）および
マニュアル作成班として、他の 4つの分担
研究班（奥野班、原⽥班、⼤重班、⼭本
班）から得られた定量的・定性的エビデン
ス、および国内外の先駆的なチーム医療ガ
イドラインを体系的に統合し、全国の医療
現場で即時活⽤可能な標準指針を策定する
役割を担った。3 年間の継続的なコンセン
サス形成研究、および実装基盤の構築プロ
セスから得られた最終的な結果は以下の通
りである。 
 

1. 令和 5年度：国内外の⽂献レビュー、概
念整理、および調査デザインの整合性調整 
初年度（令和 5年度）は、児童・思春期精
神医療における多職種連携、および医療・
福祉・教育間のネットワーク連携に関する
国内外の既存マニュアルや学術⽂献の広範
なレビューを実施した。このプロセスにお
いて、「院内多職種連携（例：閉鎖病棟チ
ーム内での協働や外来コメディカル間の連
携）」と「地域連携（例：児童相談所、学
校、⼦ども家庭センター等の外部機関との
連携）」が、現場の実務者間でしばしば混
同され、コミュニケーションの混乱を招い

ている実態を特定した。これを受け、双⽅
の定義を明確に区別し、混同を避けるため
の概念的フレームワークを構築した。 同
時に、他の 4つの分担研究班が実施する実
態調査の設問設計や評価指標について、最
終的にマニュアルへ実装するためのエビデ
ンスとしてシームレスに統合できるよう、
調査デザインの整合性を調整する役割を果
たした。 
2. 令和 6年度：各班データの統合とマニュ
アル「ドラフト版」の策定、および全国施
設への意⾒聴取 
令和 6年度は、各分担研究班から集約され
始めた初期データを基盤として、多職種連
携の基本的意義と共通価値観を明記した
「多職種連携推進マニュアル（ドラフト
版）」の策定を本格化させた。このドラフ
ト版は、「理念編」「実践編」「職種別
編」の 3部構成で⾻⼦が組み⽴てられた。
理念編では、すべての専⾨職が共有すべき
最上位の価値観として「⼦ども中⼼の⽀
援」および「⼦どもの育ち・学習権の保
障」を明⽰し、⽀援のベクトルを統⼀し
た。 策定されたドラフト版は、単なる研
究班内部の成果にとどめず現場のリアルな
声を反映させるため、全国児童⻘年精神科
医療施設協議会（全児協）および⽇本児童
⻘年精神科・診療所連絡協議会（JaSCAP-
C）の会員施設、さらには関係学会に対し
て、Web閲覧形式で広く公開した。全国
の臨床家やコメディカル実务者から、記載
の具体性、運⽤の実現可能性、各地域にお
ける社会資源の格差に関するフィードバッ
クを悉皆的に収集した 
。 
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3. 令和 7 年度：研究班会議によるコンセン
サス形成、対象職種の拡張、および完成版
「MENTOR」の確定 
最終年度（令和 7 年度）は、3 年間で計 9
回（各年度 3回開催。直近では 2025年 5
⽉ 23⽇、10⽉ 4⽇、2026年 1⽉ 23⽇）
に及ぶ研究班会議を集中的に開催し、厚⽣
労働省の担当官を交えた厳密なコンセンサ
ス形成プロセスを実施した。全国の施設か
ら寄せられた「マンパワーや施設規模の地
域格差が⼤きく、画⼀的な⼿順を強制され
ると現場が回らなくなる」という痛切なフ
ィードバックに対し、板垣班はマニュアル
の設計思想を「形式的なルールの強制」か
ら「柔軟な余⽩を残した汎⽤指針」へと⼤
きく舵を切る重要な設計判断を下した。 
この議論を経て、当初想定していた基本の
5職種（医師、看護師、公認⼼理師、精神
保健福祉⼠、作業療法⼠）の業務分類にと
どまらず、⼭本班の調査で児童本⼈の満⾜
度決定に決定的影響を与えていることが証
明された⽇常性の保障（学習や遊び）を具
現化するため、「保育⼠」および「院内学
級教員」をマニュアルの対象職種として新
たに拡張収載した。 これらすべての知⾒
を結集し、名称を「児童・思春期精神医療
における多職種連携の推進マニュアル（略
称：MENTOR）」として最終完成版を確
定させた。章構成は以下の 4つの柱として
構造化された。 
第 1章：理念編（⼦ども中⼼の⽀援と育ち
の保障） 
第 2章：職種別コアアクション・チェック
リスト（Must業務と Should業務の分類、
タスクシフトの定義） 

第 3章：連携カンファレンス・実施プロト
コル（4つの公式会議体の定義） 
第 4章：緊急時対応と倫理的配慮（情報共
有の基準とセキュリティ） 
特に、情報分断（原⽥班の課題）や連携不
全（⼤重班の課題）に対するダイレクトな
回答として、第 3章の「連携カンファレン
ス・実施プロトコル」では、⽬的と必須参
加メンバーを以下のように構造化して明記
した。初期評価と役割分担を決定する「初
診カンファレンス」、週 1回以上の開催で
治療計画を柔軟に更新する「定期・病棟カ
ンファレンス」、退院後の社会復帰の導線
を整える「退院前カンファレンス」、平時
から外部の福祉・教育と⼀堂に会して⻑期
的⽀援⽅針を⼀致させる「地域連携会議」
の 4つを公式に定義した。 さらに、児童
虐待の発覚や急性⾃傷、他害⾏為などの有
事の危機に対し、定期会議を待たずに任意
のスタッフが即時起案し、参加可能な職種
のみで 15〜30分という短時間で情報を集
約し、安全確保のための役割分担と法的通
告の要否をその場で即座に決断する「迅速
多職種カンファレンス」の動的プロトコル
を新たに明⽂化した。 
また、診療報酬の点数や具体的な算定要件
は数年ごとの改定で頻繁に変動するため、
マニュアル本⽂に詳細を記述すると⽂書が
早期に陳腐化するリスクを考慮し、これら
をすべて別添資料や注釈に分離する実務的
配慮を施した。さらに、単なる冊⼦の配布
による形骸化を防ぐため、マニュアルの各
プロトコルに対応した現場研修⽤ショート
動画コンテンツを複数本制作し、誌⾯内の
リンク等を介してインターネット上で現場
のスタッフが⽇々のカンファレンス直前や
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新任者研修で即時視聴・活⽤できるマルチ
メディア実装基盤を確⽴した。 
 
D. 考察 
3 年間にわたる各分担研究班の実証的調
査・分析は、⽇本の児童・思春期精神医療
における多職種連携の実態、臨床的有効
性、および外部機関連携における構造的な
障壁をかつてない解像度で可視化した。得
られた膨⼤な定量的・定性的知⾒を統合
し、以下の 5つの学術的視点から総合的に
考察する。 
 
1. 診療報酬制度による⼈的資源の再配置効
果と構造的背反 
令和 6年度から令和 7 年度にかけての縦断
的データが⽰す最も重要な知⾒は、適切な
診療報酬上の評価が、医療機関の⼈的投資
を強⼒に牽引するという事実である。新
設・拡充された「児童思春期⽀援指導加算
（注 10）」等の算定を企図し、各診療所
は公認⼼理師の常勤雇⽤を⼤幅に拡⼤させ
た（常勤 2.5名への急増）。これは、これ
まで⾮正規雇⽤等で従事することの多かっ
た⼼理職に対し安定した基盤を与え、ひい
てはチーム医療のインフラを強固にすると
いう、エビデンスに基づく政策⽴案
（EBPM）の極めて有効な実例として評価
される。⼼理職や精神保健福祉⼠が常勤と
して定着したことで、児童相談所や学校と
の連携実務をコメディカルが主体的に担う
ことが可能となり、医師が医学的判断に専
念できるタスクシフティングが診療所レベ
ルで実現しつつある。 
⼀⽅で、本調査は現⾏の制度設計がもたら
す副作⽤的なパラドックスも明確に指摘し

ている。「児童思春期精神科専⾨管理加算
（注 4）」の算定を維持している診療所に
おいて、初診患者の 88.3%が 16歳未満に
集中しているという事実は、施設基準（16
歳未満の受診割合 50%以上）を満たし経
営的基盤を維持するために、医療機関側に
特定の年齢層を優先して受け⼊れざるを得
ない構造的要因が働いていることを⽰唆し
ている。児童精神科医療において、16歳
から 18歳、さらには⻘年期へと⾄る「ト
ランジション期（移⾏期）」の⽀援は、就
学・就労や⾃⽴に向けた極めて重要なフェ
ーズである。現在の厳格な施設基準が、結
果的に思春期・⻘年期患者の受け⼊れを困
難にさせ、彼らが適切な専⾨医療へアクセ
スすることを阻害する制度的障壁を⽣み出
している懸念がある。医療機関の機能分化
が進むこと⾃体は妥当であるが、年齢によ
る制度的線引きが患者の不利益とならない
よう、トランジション期に対する新たな評
価軸の創設など、きめ細かな政策的議論が
急務である。 
さらに、データ分析から児童精神科特有の
「⻑期継続⽀援と採算性の構造的背反」が
浮き彫りとなった。初診患者の多くが低年
齢層であっても、発達課題への対応や不登
校⽀援、環境調整には年⽉を要するため、
実際の通院患者の年齢構成を分析すると、
全体の約 3分の 2が「1 年以上通院してい
る患者」で占められていることが判明し
た。しかし、現⾏の診療報酬制度において
⾼い点数が設定されている加算の多くは
「通院 1 年未満」を対象としており、1 年
を超えると算定できなくなるケースが存在
する。結果として、診療所が責任を持って
⻑期的に患者の診療を継続し、専⾨的なリ
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ソース（時間と多職種によるケア）を投下
し続けるほど、診療報酬上の単価は低下し
採算性を圧迫するという不整合が⽣じてい
る。地域医療を⽀える診療所の実践を持続
可能なものとするため、継続的な⽀援に対
する正当な評価システムの再構築が強く求
められる。 
 
2. タスクシフティングの妥当性と情報の分
断化に対する統合プロセスの構築 
従来、医師に集中していた業務（集団療法
の企画運営、⼼理教育、インテーク等）を
コメディカルへ委譲すること（タスクシフ
ティング）の臨床的妥当性は、令和 5〜6
年度の全国調査および令和 7 年度の病棟介
⼊検証により強く⽀持された。医師がすべ
てのプログラムに関与する旧来のスタイル
は、患者に安⼼感を⽣む反⾯、医師の過重
労働を引き起こし、結果として初診待機の
⻑期化という社会的問題の遠因となってい
た。職種別担当制による業務の分業化によ
り、公認⼼理師は⼼理教育的アプローチ
を、作業療法⼠は⾮⾔語的な⾃⼰効⼒感の
育成をそれぞれ⾼い純度で提供することが
可能となった。これは医療資源の最適配分
という観点から、今後の標準的な病棟運営
モデルとして推奨される。 
しかし、本研究から得られた重要な知⾒
は、専⾨性に基づく分業化を進めると、必
然的に「⾃分が担当していない時間の患者
の様⼦が把握困難になる」という情報の分
断化という副作⽤が⽣じる点である。電⼦
カルテ等の⽂字情報だけでは、児童の微細
な表情の変化や集団内での空気感を完全に
伝達することは不可能である。この情報の
⽋落を補うローカル・ソリューションとし

て、作業療法⼠が発案・導⼊した「⽬標・
感想⽤紙」を通じ、児童の隠れた思いを可
視化・共有する⼯夫は極めて有効であっ
た。 
しかし、本質的にこの情報の分断化を克服
し、断⽚化された患者の姿を再び⼀つの
「全体像」として統合するためには、強⼒
かつ⾼頻度な情報共有のプラットフォーム
が不可⽋である。本総合研究において策定
されたマニュアル「MENTOR」内に、週
1回以上の「定期・病棟カンファレンス」
や、緊急時に 15〜30分で即時開催する
「迅速多職種カンファレンス」が厳密にプ
ロトコル化されているのは、この分業化に
伴う情報分断のリスクを構造的に回避する
ための不可⽋なプロセスであると位置づけ
られる。 
 
3. 治療環境評価における当事者および保護
者間の解離と包括的⽀援の意義 
わが国初の当事者研究となった退院患者お
よび保護者を対象とした調査結果は、児
童・思春期精神医療における治療評価のあ
り⽅に重⼤な差異を迫るものである。本研
究は、同⼀の⼊院治療空間を提供されてい
るにもかかわらず、⼦ども本⼈と親とで、
治療環境の満⾜度を決定づける⼼理的・臨
床的要因が完全に異なっていることを定量
的に証明した。 
保護者の満⾜度において、主治医や看護師
という医学的・⾝体的管理を担う職種が最
上位の相関を⽰したことは、不登校や激し
い⾏動化、あるいは精神症状の悪化によっ
て家庭機能の危機に瀕していた保護者にと
って、医療機関が提供する「圧倒的な医療
的安全性と確実な治療管理」こそが、最⼤
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の安⼼感の源泉であることを意味してい
る。 
これに対し、児童本⼈の満⾜度において主
治医や看護師の個別⾯接の点数が有意な相
関を⽰さなかったという事実は、個別の診
察が有益であっても、それ単独で⽇々の⼊
院⽣活の満⾜度が決定されるわけではない
という臨床的現実を⽰している。児童本⼈
の総合満⾜度において極めて強い正の相関
を⽰したのは、「病棟レクリエーション」
や「教師の関わり」「院内学級の利⽤」で
あった。⼤⼈の精神科⼊院治療においては
症状の消退が社会復帰に直結するため医療
重視の評価になりやすいが、児童・思春期
患者にとって、病院は治療の場であると同
時に、本来地域で送るはずであった「⽣活
の場（⽇常）」の代替空間でなければなら
ない。閉鎖病棟という制限された環境下に
おいて、⽇々の⽣活に彩りを与えるレクリ
エーションや、学習権の保障を通じた「⽇
常性の保障」こそが、⼦どもたちの⽣活の
質（QOL）を⽀え、治療を前向きに継続
するための最⼤の要件であることが実証さ
れた。 
なお、児童本⼈の解析において⼼理⼠やソ
ーシャルワーカー等の職種が有意差を⽰さ
なかった点については、サンプルサイズの
制約を考慮して解釈する必要がある。⼼理
⼠による内省の促進や、ソーシャルワーカ
ーによる退院後の環境調整といったアプロ
ーチは、表⾯的な「楽しさ」として⼦ども
の意識に直接上る性質のものではないが、
退院後に地域社会で持続可能な⽣活を営む
ための「不可視的かつ基盤的な治療介⼊」
である。事実、保護者の満⾜度において
は、⼼理⼠（r = 0.343）やソーシャルワー

カー（r = 0.335）が明確な有意相関を⽰し
ている。不登校や⾏動障害の治療は、隔離
された環境下で家族の福祉的課題を紐解
き、親の養育不安にアプローチする「家族
機能の再構築」のプロセスを伴う。本⼈と
家族の異なる⼆重のニーズに対し、全職種
が包括的かつフルスペックで介⼊すること
が、確実な社会復帰に向けた絶対条件であ
る。 
 
4. 医療機関と児童福祉機関間に内在するア
セスメントの乖離と組織間連携の課題 
全国の児童相談所実務者を対象とした調査
により、約 68%が精神科医療機関との連
携に困難を感じている事実が可視化され
た。この構造的要因の本質は、医療側と福
祉側の双⽅が依拠する⽀援パラダイム（評
価軸）の決定的な相違にある。精神科医療
が「疾患の診断と治療、速やかな環境調
整」という医学的パラダイムで動いている
のに対し、児童相談所側は「⽬前の危機
（虐待・暴⼒・⾃傷）からの⽣命と安全の
物理的保護」という児童福祉的パラダイム
に基づき医療的介⼊を要請する。このアセ
スメント基準の根本的な乖離が、相互不信
や連携の停滞を⽣んでいる。 
加えて、現⾏の法制度と意思決定プロセス
の⾮互換性が事態を複雑化させている。児
童虐待事案における医療保護⼊院等におい
て、親の同意が得られない状況下で医療機
関側が法的要件を厳格に解釈する防御的な
姿勢は、福祉側には⾮協⼒的な態度として
認識されている。また、「医師による医学
的判断（トップダウン）」と「⾏政の組織
的協議（合議制）」という意思決定スピー
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ドの違いが、緊急時の連携を致命的に阻害
している。 
さらに、初診待機の慢性化と医療資源の絶
対的不⾜により、本来は⾼度な医療的保護
が必要な重症児童を、福祉職が⼀時保護所
で⻑期滞留させざるを得ない事態が常態化
している。5歳児健診の普及等によりスク
リーニング網が強化される中、限られた拠
点病院への負荷は増⼤の⼀途を辿ってい
る。これらを打開するためには、有事の場
当たり的な連絡から脱却し、平時から互い
の法制度的限界、組織の意思決定の仕組
み、および地域資源の状況を共有し合う
「地域連携会議」の定例化と、地域全体で
の階層的トリアージ体制の構築が不可⽋で 
ある。 
 
5. 実証的データに基づく多職種連携実践モ
デルの社会実装と将来展望 
板垣班を通じて 3 年間の研究の集⼤成とし
て完成させたマニュアル「MENTOR」
は、⽇本の児童・思春期精神医療が⻑年抱
えてきた「施設間格差」と「組織間コンフ
リクト」に対する極めて⾼度な学術的・実
践的解答である。 
医療の質を⼀定に保つための標準化と、
個々の現場の実情に合わせるための汎⽤性
を両⽴させるため、画⼀的な⼿続きの強制
を排除し、各施設の現有戦⼒に応じて必
須・推奨業務を選択できる「柔軟な余⽩を
残した汎⽤指針」へと設計したことは、多
様な医療インフラの現実に即した実効性の
⾼いアプローチである。 
また、⼭本班の当事者満⾜度分析の結果と
完全に同期する形で、マニュアルの対象職
種を従来の医療 5職種から「保育⼠」およ

び「院内学級教員」へと拡張したプロセス
は、「⼦ども中⼼の⽀援」という理念をチ
ーム医療のシステムとして具現化したもの
である。 
さらに、⼤重班が明らかにした医療・福祉
間の有事のコンフリクトに対する処⽅箋と
して、定期会議を待たず 15〜30分で即時
開催する「迅速多職種カンファレンス」を
明⽂化した。この動的プロトコルは、医療
現場の硬直化したヒエラルキーを⼀時的に
解除し、チームの俊敏性を最⼤化すること
で、⼦どもの安全確保に向けた迅速な意思
決定を可能にする。 
マニュアルが現場で形骸化することを防ぐ
ため、現場で即時視聴できる研修⽤動画コ
ンテンツ等のマルチメディアシステムを構
築したことは、多忙な医療現場のスタッフ
に対する極めて実効性の⾼い社会実装アプ
ローチである。今後は、本マニュアルを全
国の医療機関、児童相談所、教育現場の初
任者研修等へと広く浸透させ、⾼度な分業
と統合を両⽴したチーム医療体制を我が国
の社会的共通資本として確⽴していくこと
が最⼤の課題である。 
 
E. 結論 
本研究は、令和 5年度から令和 7 年度にわ
たる 3 年間の多⾓的な実証的調査を通じ
て、⽇本の児童・思春期精神医療における
多職種連携の定量的な実態、当事者および
保護者の質的ニーズ、ならびに外部機関
（特に児童相談所や教育機関）との間に存
在する構造的な障壁を、かつてない規模と
解像度で可視化した。 
これらの膨⼤なエビデンスを統合して策定
された「児童・思春期精神医療における多
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職種連携の推進マニュアル
（MENTOR）」は、単なる理念の提唱に
とどまらず、各専⾨職の役割の最適化（タ
スクシフティングの推進）と、定期的およ
び緊急時の動的なカンファレンス運⽤をプ
ロトコル化した極めて実践的な指針であ
る。本マニュアルは、職種間および機関間
に内在するアセスメント基準の相違や認識
のズレを構造的に解消し、患者本⼈・家
族・地域社会をシームレスにつなぐための
柔軟な「機能的システム」として完成をみ
た。 
今後は、本研究で構築されたショート動画
等のマルチメディア教材と連動させなが
ら、本マニュアルを全国の臨床現場や初任
者研修プログラムへと広く社会実装してい
くことが最⼤の課題となる。本研究の成果
が、我が国の児童・思春期精神医療の質を
⾶躍的に向上させ、多職種協働の強固な基
盤整備に資する実効性ある社会的共通資本
となることを確信する。 
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＜国内学会＞ 
• 宇佐美政英：「児童・思春期精神医療

における多職種連携」．第 66回⽇本
児童⻘年精神医学会総会（教育講演
6）, 2025年 11⽉. 

• 五⼗嵐知⼦, 平岩明⼦, ⾦⼦直史, ⽴花
春⼦, 髙﨑⿇美, ⽔本有紀, 稲崎久美, 箱
島有輝, 板垣琴瑛, ⼭本啓太, ⽊原弘晶, 
宇佐美政英, 辻井農亜：「児童思春期
の⾃閉スペクトラム症児における抑う
つ状態 Birleson⾃⼰記⼊式抑うつ評価
尺度(DSRS-C)を⽤いて」．第 66回⽇
本児童⻘年精神医学会総会（ポスター
16）, 2025年 11⽉. 

• 伊藤佑美, 佐々⽊祥乃, 宇佐美政英, 稲
崎久美, 箱島有輝, ⽔本有紀, 伊藤正哉, 
辻井農亜, 三上克央：「初診後 1 年以
内に診断が変更された児童精神科患者
の臨床的特徴について 症例対照研
究」．第 66回⽇本児童⻘年精神医学
会総会（ポスター8）, 2025年 11⽉. 

• 箱島有輝, ⼭本啓太, 板垣琴瑛, ⾼橋
萌々⾹, 松堂美紀, 市川万由奈, 橋本彩
加, 酒匂雄貴, 松⼟晴奈, ⾺敏宰, 野村由
紀, 河野悠介, 東野有依, ⼤橋睦⺒, 加藤
伸忠, 牧⼭⿓和, 稲崎久美, ⽔本有紀, 宇
佐美政英：「解離症状を呈した神経性
やせ症の⼥児の⼊院治療」．第 66回
⽇本児童⻘年精神医学会総会（ポスタ
ー5）, 2025年 11⽉. 

• ⼤橋睦⺒, 宇佐美政英, 箱島有輝, 稲崎
久美, ⽔本有紀, 他：「重症トゥレット
症候群の⼩学⽣⼥児の⼊院経過」．第
66回⽇本児童⻘年精神医学会総会（⼀
般⼝演 24）, 2025年 11⽉. 

• 箱島有輝, ⼭本啓太, 橋本彩加, 板垣琴
瑛, 稲崎久美, ⽔本有紀, 宇佐美政英：
「ベンチコートの奥に思いを秘めた男
児の治療経過について」．第 66回⽇
本児童⻘年精神医学会総会（⼀般⼝演
18）, 2025年 11⽉. 

• 酒匂雄貴, 宇佐美政英, ⽔本有紀, 稲崎
久美, 箱島有輝, 他：「⻑期に不登校で
あった中学 3 年⽣男児の任意⼊院の治
療経過」．第 66回⽇本児童⻘年精神
医学会総会（⼀般⼝演 17）, 2025年
11⽉. 

• ⾺敏宰, 宇佐美政英, ⽔本有紀, 稲崎久
美, 箱島有輝, 他：「逆境的⽣育環境で
挫折や社会的孤⽴を背景に、⾏動化を
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繰り返した⾃閉スペクトラム症⼥児の
⼊院治療」．第 66回⽇本児童⻘年精
神医学会総会（⼀般⼝演 12）, 2025年
11⽉. 

• 河野悠介, 宇佐美政英, ⽔本有紀, 稲崎
久美, 箱島有輝, 他：「病棟を逃げだし
た⾃閉スペクトラム症男児が『男』に
なるまでの⼊院経過」．第 66回⽇本
児童⻘年精神医学会総会（⼀般⼝演
10）, 2025年 11⽉. 

• 宇佐美政英：「今どきの⼦どもとアプ
リとの関わり」．第 66回⽇本児童⻘
年精神医学会総会, 2025年 11⽉. 

• 宇佐美政英, 川原⼀洋, ⼆宮宗三, 吉村
裕太, ⽊原弘晶, 原⽥謙, ⼭本啓太：
「児童精神科医療と地域資源 ― 地域
資源としてのカウンセリングルー
ム」．第 66回⽇本児童⻘年精神医学
会総会（シンポジウム）, 2025年 11
⽉. 

• 箱島有輝, 橋本彩加, 板垣琴瑛, ⼭本啓
太, 稲崎久美, ⽔本有紀, 宇佐美政英：
「国府台医療センター児童精神科の⼊
院治療について」．第 66回⽇本児童
⻘年精神医学会総会（シンポジウム
「児童精神科病棟運⽤に関する現状と
課題」）, 2025年 11⽉. 

• 奥野正景：「低学年における不登校の
初期サインと対応 - 複数ケースから⾒
る課題と経過」．⽇本児童⻘年精神
科・診療所連絡協議会 研修会（講
演）, 2025年 11⽉. 

• 奥野正景：⼀般講演２『不登校に対す
るクリニックでの対応の現状』．京都
児童精神医学研究会（第 22回）, 2025
年 5 ⽉. 

• ⿂野翔太, 他：「視線⼿がかり効果と
表情認知機能は児童の⾃閉スペクトラ
ム症特性および適応機能と関連する
か」．⽇本⼼理学会⼤会, 2025年 3⽉. 

• 森⼝久⼦, 安⽥由華, 奥野正景 他：「児
童⽣徒の⼼のケアー・⼤阪府医師会の
取組み」．第 55回全国学校保健・学
校医⼤会（第 2 分科会）, 2024年 11
⽉. 

• 吉⽥ゆりか, 他：「家庭環境に翻弄さ
れ不登校を来した⼥児との⼼理⾯接過
程」．第 65回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2024年 10⽉. 

• 原⽥謙, 他：「児童・思春期精神科⼊
院治療における多職種の診療実態調
査」．第 65回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2024年 10⽉. 

• 奥野正景, 他：「児童精神科診療所に
おける多職種の業務の実態につい
て」．第 65回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2024年 10⽉. 

• 銭本亮, 他：「初診時に向精神薬の薬
剤調整を必要とした児童精神科患者の
臨床的特徴について 単施設症例対照研
究」．第 65回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2024年 10⽉. 

• ⾼橋萌々⾹, 他：「児童精神科外来に
おけるゲームグループの活動報告」．
第 65回⽇本児童⻘年精神医学会総会, 
2024年 10⽉. 

• ⽔本有紀, 宇佐美政英：「児童思春期
精神医療における多職種の活⽤を推進
するための研修に関する調査」．第 65
回⽇本児童⻘年精神医学会総会, 2024
年 10⽉. 
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• ⾺敏宰, 他：「強迫症状を呈した⾃閉
スペクトラム症の⼩学⽣男児の⼊院治
療経過」．第 65回⽇本児童⻘年精神
医学会総会, 2024年 10⽉. 

• 箱島有輝, 他：「本⾳が⾔えない摂⾷
障害⼥児の 4年間の治療過程につい
て」．第 65回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2024年 10⽉. 

• ⼩⾼⿇⾐⼦, 他：「逆境的養育環境で
育ち、爆発的な攻撃や⾃殺企図を繰り
返した中学⽣⼥児の治療経過」．第 65
回⽇本児童⻘年精神医学会総会, 2024
年 10⽉. 

• 佐々⽊祥乃, 他：「不登校開始時期の
違いによる児童精神科患者の臨床的特
徴について 単施設症例対照研究」．第
65回⽇本児童⻘年精神医学会総会, 
2024年 10⽉. 

• 酒匂雄貴, 他：「激しい⾏動化を繰り
返す、発達特性を有する⼩学⽣男児の
⼊院治療」．第 65回⽇本児童⻘年精
神医学会総会, 2024年 10⽉. 

• 宇佐美政英：「⼦どものうつ病をめぐ
る現状と課題」．第 65回⽇本児童⻘
年精神医学会総会, 2024年 10⽉. 

• ⽔本有紀, 他：「愛着トラウマをもつ
⼦どもの⼊院治療 3歳児に解離する⺟
を⽀え 希死念慮・醜形恐怖を訴え続け
た不登校⼥児の⼊院治療 多職種チーム
での関り」．第 65回⽇本児童⻘年精
神医学会総会, 2024年 10⽉. 

• 宇佐美政英：「児童病棟の⼊院治
療」．第 65回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2024年 10⽉. 

• 奥野正景, 桒村久美, 岩橋多加寿：「診
療所から⾒た不登校の現状と考え

⽅」．第 65回⽇本児童⻘年精神医学
会総会（シンポジウム 2）, 2024年 10
⽉. 

• 遠藤未菜, 村嶋隼⼈, 上⽉恵⾥, 岩橋多
加寿, 奥野正景：「改訂版標準読み書
きスクリーニング検査の臨床的な有⽤
性について〜Wechsler検査 FSIQ別の
⽐較検討から〜」．第 65回⽇本児童
⻘年精神医学会総会（ポスター発表）, 
2024年 10⽉. 

• 奥野正景（座⻑）：「気分障害と AI
関係」．第 21回⽇本うつ病学会総会
（特別講演 1）, 2024年 7⽉. 

• 宇佐美政英：「ADHD治療薬をいかに
使い分けるか-個別的な戦略の可能性- 
気分障害を伴うADHDに対する薬物
療法」．⽇本臨床精神神経薬理学会・
⽇本神経精神薬理学会合同年会, 2024
年 5 ⽉. 

• 藤⾥紘⼦, 他：「⼦どもへの集団認知
⾏動療法で個々の困りごとは改善する
か? 児童の感情障害に対する統⼀プロ
トコルを通した困りごとの変化」．⽇
本⼼理学会⼤会, 2024年 3⽉. 

• ⼩⾼⿇⾐⼦, 他：「⻑期の不登校であ
った⾃閉スペクトラム症の中学⽣男児
の⼊院治療経過」．第 64回⽇本児童
⻘年精神医学会総会, 2023 年 11⽉. 

• 松⼟晴奈, 他：「⺟⼦関係の介⼊が症
状改善に寄与した摂⾷障害⼥児の治療
経過の⼀例」．第 64回⽇本児童⻘年
精神医学会総会, 2023 年 11⽉. 

• 稲崎久美, 他：「児童精神科初診時に
⾝体症状を有する患者の解析 予備研
究」．第 64回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2023 年 11⽉. 
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• 篠原亮輔, 他：「勉強へ回避する⾃閉
スペクトラム症男児の⼊院治療経
過」．第 64回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2023 年 11⽉. 

• 井上聡, 他：「児童精神科病棟での活
動集団療法が有効であった解離性障害
の⼀例」．第 64回⽇本児童⻘年精神
医学会総会, 2023 年 11⽉. 

• 松堂美紀, 他：「国府台病院児童精神
科病棟における集団精神療法『児童ミ
ーティング』の実践報告」．第 64回
⽇本児童⻘年精神医学会総会, 2023 年
11⽉. 

• ⽔本有紀, 他：「解離症状を呈する⺟
を⽀え希死念慮と醜形恐怖を訴え続け
た不登校中学⼥児の⼊院治療 治療チー
ムの視点から」．第 64回⽇本児童⻘
年精神医学会総会, 2023 年 11⽉. 

• 箱島有輝, 他：「怒りに突き動かさ
れ、孤⽴していた男児との⼊院治療を
通じて」．第 64回⽇本児童⻘年精神
医学会総会, 2023 年 11⽉. 

• 宇佐美政英：「児童思春期のメンタル
ヘルスの診療能⼒向上に関する事
業」．第 64回⽇本児童⻘年精神医学
会総会, 2023 年 11⽉. 

• 宇佐美政英：「改訂された注意⽋如・
多動症-ADHD-の診断・治療ガイドラ
インをどのように臨床に活かすか ガイ
ドラインに基づくADHDの評価・診
断とその治療」．第 64回⽇本児童⻘
年精神医学会総会, 2023 年 11⽉. 

• 村嶋隼⼈, 岡⽥恵⾥, 岩橋多加寿, 奥野
正景：「不登校児を対象とした児童思
春期精神科ショートケアの予後につい
て」．第 63回⽇本児童⻘年精神医学

会総会（ポスターE-P-24）, 2023 年 11
⽉. 

• 奥野正景（司会）：「最新のテクノロ
ジーを⽤いた発達障害⽀援の現状と今
後の課題」．第 63回⽇本児童⻘年精
神医学会総会（シンポジウム 3）, 2023
年 11⽉. 

• 奥野正景：「児童精神科診療所からか
かりつけの先⽣⽅へのお願い」．令和
5年度⻑崎⼤学病院地域連携児童精神
医学講座 ネット研修会, 2023 年 6 ⽉. 

 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況 
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